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2010県人事委員会勧告
賃金カットされている職員の本当の較差は、＋12,153円（＋3%）だ！
月例給△４９６円（△0.12％）、一時金△０．２月、住居手当（持ち家）は廃止を検討
県人事委員会は10月13日、知事と県議会議長に対して、2010年の「職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告」を行いました。

勧告は、「本県の厳しい財政状況に対応するため、昨年4月から、給料及び地域手当について、一般職員は3％、管理職は6％の減額措置が独自に実施されています。本委員会では、民間の給与と比較する職員の給与については、給与勧告に基づき給与条例で定められている給料表の水準が本来あるべき職員の給与水準と考え、減額措置が実施された以後も、減額措置前の職員の給与を基準として比較を行う。」として、今年も実際に受け取っていない給与との比較で「引下げ勧告」を行っています。

人事委員会の資料によれば、減額措置後の職員の給与（行政職員）は、405,550円で、これをもとに民間給与と比較すると、民間給与の方が12,153円（3.00％）上回っています。
このような人事委員会の姿勢は、公務員の労働基本権制約の代償措置としての第三者機関たる役割を放棄したものといわざるを得ません。

勧告のポイント
○　月例給、期末・勤勉手当ともに引下げ

（昨年に引き続き2年連続の引き下げ、一時金が年間4月を下回るのは47年ぶり）

・月例給の公民給与較差は△496円（△0.12％）

　・期末・勤勉手当を0.2月分引下げ

（4.15月→3.95月）

○　平均年間給与は△10万4千円（△1.5％）の減

報告及び勧告の内容
１　本年の給与改定

(1)月例給（給料表）

・本年4月分の職員と民間従業員の給与の較差に見合う改定を図るため、中高齢層を対象に引き下げた人事院の給与勧告に準じて、給料表の引下げ
・給与構造改革に伴う経過措置の算定基礎となる額（現給保障額）についても、人事院の給与勧告の内容に準じて、本県の公民較差に基づき引下げ

　公民の給与比較

	職員の給与(A)
	民間の給与(B)
	（B）－（A）

	418,199円
	417,703円
	△496円／△0.12％


(2) 期末・勤勉手当

・民間との均衡を図るため、年間支給月数4.15月から3.95月に0.2月引下げ
	職員の支給月数(A)
	民間の支給月数(B)
	（B）-（A）

	4.15月
	3.95月
	△0.2月


注　民間従業員の支給月数は、昨年8月から本年7月までの実績である3.97月について、国と同様に0.05月ごとの区切りとなるよう小数点以下第2位で二捨三入し、3.95月とした。
(3)実施時期等

・給与改定を実施するための条例の公布日の属する月の翌月の初日から実施
・公民給与を年間で均衡させるため、人事院の給与勧告の内容に準じて、本県の公民較差に基づく所要の調整措置が必要
２　給与に関する諸課題

(1)自宅に係る住居手当
・国の廃止、制度面の均衡の原則、他の都道府県の動き、本県の事情などを総合的に勘案すると、廃止することが適当であり、任命権者において検討を進めることが必要
・検討にあたっては、水準面の均衡の原則に留意し、公民給与の均衡を保つとともに、手当の受給職員への影響にも配慮して十分に検討し、適切な対応が必要

(2)時間外勤務手当
　国と同様に、法定休日（日曜日又はこれに相当する日）の勤務時間を月60時間の時間外勤務の積算の基礎に含めることが必要

(3)教員給与の見直し…省略
(4)給与構造の改革
　地域間の給与配分の見直しに関する国の動きを注視するとともに、高齢層の職員の給与の見直しについては、平成25年度から国の定年延長が開始される予定であることも念頭に置き、国や他の地方自治体の検討状況に留意しながら、検討を進めることが必要

３　公務運営について

(1)人材の確保、育成
ア　多様で有為な人材の確保

　今後とも多用で有為な人材を確保していくため、試験制度の改善や人材確保に向けた取組を任命権者とともに検討

イ　職員の意欲・能力を活かす人事制度
　「新しい人材育成マスタープラン」に位置づけられた様々な取組を適切に運用し、継続的に進めることが重要

(2)勤務環境の整備
ア　総実勤務時間の短縮

　総実勤務時間の短縮を推進するためには、引き続き任命権者が強力なリーダーシップを発揮して、業務全体の見直し・効率化を図ることが必要

イ　子育て・介護を行う職員の支援

育児休業等は男性職員がより利用しやすい制度となっており、任命権者は、男性職員を含め職員が子育てや介護の制度を利用しやすい環境づくりに引き続き取り組むことが必要

ウ　健康管理対策

メンタルヘルスサポートのための外部相談窓口や職員健康管理センターの心療内科、復職サポートプログラムなどを活用して、心身の不調が見られる職員や休職者を適切にサポートすることが必要

　勤務環境の整備は、ワーク・ライフ・バランスの視点を持って取り組むことが重要
(3)公務員制度をめぐる諸課題
ア　公務員の労働基本権

　公務員の労働基本権のあり方について、引き続き国の検討状況を注視していくことが必要

イ　高齢期の雇用問題
高齢期の雇用問題に関わる諸課題について、国や他の地方公共団体の検討状況を注視しながら、引き続き検討を進めることが必要
ウ　非常勤職員制度等

　・国や他の地方公共団体の動向に留意しながら、引き続き適切な制度運用に努めていくことが必要

　・条件整備がされた場合には、非常勤職員の育児休業等の導入を検討することが必要

県人事委員会勧告に対する県労連声明

県人事委員会は10月13日、県内民間企業の給与実態調査に基づき、①公民給与の較差△0.12％（△496円）の解消のため、中高齢層を対象に引き下げた人事院勧告に準じ、給料表の引下げと、年間給与で均衡を図る必要から減額調整を要する。②期末・勤勉手当を4.15月から3.95月に0.2月引下げる。③給与構造改革に伴う現給保障額についても公民較差に基づいて引下げる。④自宅にかかわる住居手当は、廃止することが適当としながらも、公民給与の水準面における均衡保持や受給職員への影響にも配慮し、任命権者において検討を進めることなどを中心とした勧告・報告を行った。

我々県労連は、給与カットが実施されている実態をふまえ、適正な給与比較を前提とした、県人事委員会の主体性・客観性を発揮した勧告を求めてきた。

しかし、今回の勧告内容は２年連続となる月例給・一時金の引下げであり、平均年間給与は△10万4千円、△1.5％となる大幅な減少となることから、公民比較を反映したものとはいえ、私たちの生活に大きな影響を与えるものであり、極めて不満な内容と言わざるをえない。

県職員の給与カット（一般職員△3％）後の公民比較では、12,153円（3.00％）県職員の給与が下回っており、人事委員会が示す「本来あるべき職員の給与水準」とは、職員の給与実態を反映したものになっていない。

長引く年間給与の減少傾向により、一時金は47年ぶりに4ヶ月を切る支給月数であり、給与カットも続く状況下で、自宅に係る住居手当においては事情の異なる国の動向を根拠に廃止を勧告するなど、生活への影響のみならず職員の士気に与える影響は計り知れない。

職員の給与水準は、地域労働者の賃金水準に大きな影響を与えるばかりでなく、地域経済への影響も懸念される。

全国的な地方自治体の財政悪化は、自治体における賃金闘争を困難なものにしているが、労使による主体的な交渉により、適正な給与水準を確立するとともに、真のワークライフバランスを可能とする労働環境の整備は、県に働く職員の生活改善はもとより、県下の多くの労働者、県民の生活に直接・間接的に影響を持っていることをふまえ、県労連が2010賃金確定闘争を取り組むにあたり、極めて重要な意義を持っている。

県労連は「労働条件は労使対等の交渉で決める」という基本的姿勢を貫き、上記の課題解決に向けて全力で取り組む決意を表明する。

2010年10月13日

神奈川県職員労働組合連合協議会（県労連）
お待たせしました！
自治労県職連合恒例

地引網

○日　時：10月23日（土）11時から

○場　所：藤沢市鵠沼海岸「殿網」

　　　　（江ノ島水族館海側）

○参加費：家族2,000円

　　　　　単身1,000円










